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令和８年度神奈川県高等学校奨学金奨学生予約採用募集案内 
 

この奨学金は、学業等に意欲があって、学資の援助を必要とする生徒本人が貸付け

を受け、高等学校等※を卒業後に本人が返還するものです。 

申込みにあたっては、保護者の方と十分に相談してください。 
※ 高等学校､中等教育学校の後期課程、特別支援学校の高等部又は専修学校の高等課程 

 

１ 高等学校奨学金（貸付）の概要 

学資の援助を必要とする生徒に奨学金の貸付け（無利息）を行う制度です。 

⑴ 借りることができる方 

神奈川県内に住所を有し、神奈川県内の高等学校等（専修学校の高等課程を除 

く）に在学している生徒、又は、保護者が神奈川県内に住所を有し、高等学校等に 

在学している生徒。 
※ 予約採用申込み時点では神奈川県外に在住していても、令和８年４月の高校等入学時ま

でに神奈川県内に転居を予定している場合は申込みができます。 

※ 保護者が県内在住の場合は、進学先は県外の学校でも構いません。 

※ 高等専門学校は対象外です。 

⑵ 貸付月額（１ヶ月あたりの借りることができる金額） 

  学校区分により選択できる月額が異なります。 

学年 
学校 

区分 
月額（いずれかを選択）※下段は１年間の最大貸付可能金額 

１年生 
新入生 
に限る 

国公立 
10,000円 

(年額 12万円) 

20,000円 

(年額 24万円) 

30,000円 

(年額 36万円) 
  

私 立 
10,000円 

(年額 12万円) 

20,000円 

(年額 24万円) 

30,000円 

(年額 36万円) 

40,000円 

(年額 48万円） 

50,000円 

(年額 60万円） 

※ ２年次進級以降は上限額が10,000円下がりますが、申請（要件あり）により10,000円を

加算し、新入生のときと同額の貸付けを受けることができます。 

⑶ 貸付期間 

令和８年４月から令和９年３月までの１年間（毎年度申込みが必要です。） 

⑷ 貸付方法（予約採用の場合） 

高等学校等入学後の奨学金手続きが完了した後で、３回に分けて奨学生が指定し

た金融機関の口座に振り込みます。 

 

２ 予約採用の概要 

予約採用は、高等学校等へ進学を希望する中学３年生（中学校、義務教育学校の後

期課程、中等教育学校の前期課程、特別支援学校の中学部の３年生）を対象に、高等

学校等入学後に採用決定する奨学生の選考審査を前倒しして行うものです。 

  なお、予約採用は、貸付けが可能かどうかの審査のみを行うもので、高等学校等入

学後に、貸付月額の選択を含め正式な申込みが必要です。 

  

＜予約採用のメリット＞ 

○ 高等学校等入学後の学資の調達見込みをあらかじめ立てることができます。 

○ 初回（４～９月分）の奨学金の振込時期が早くなります（５月末入金）。 
   ※ 予約採用を利用しない場合でも高等学校等入学後に奨学金の申込みができますが、４月

に申し込む定期採用の場合は、初回の振込が７月末になります。 

○ 予約採用奨学生として採用された方のうち、希望する方は、短期臨時奨学金

（高等学校奨学金の前借り）の貸付けを受けることができます（高等学校等入学

前の３月に振込をします。）。 
※ 詳しくは、「５ 短期臨時奨学金」をご覧ください。 
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３ 予約採用の申込方法（中学校３年生在学時の手続） 

⑴ 提出書類 

ア 奨学生予約採用申込書（第１号様式） 

イ 世帯全員の住民票 

続柄（世帯主、子など）の記載がある世帯全員の住民票（令和７年11月１日以

降に発行された、本籍・国籍、住民票コード及びマイナンバーの記載がないも

の。）  
  ※ 高等学校等入学までに神奈川県内に転入される予定の方は、転入時期や事情等につい

て記入した申立書（任意様式）を添えてください。 

ウ 保護者の所得に関する書類 

保護者（同一生計の父母。父母がいない場合は代わって家計を支えている方。）

の所得に関する書類で次のうちいずれか 

・ 令和７年度市町村民税・県民税特別徴収税額通知書（コピー） 

・ 令和７年度市町村民税・県民税税額決定・納税通知書（複数枚にわたる場

合は、全ページのコピー） 

・ 令和７年度市町村民税・県民税課税（非課税）証明書（コピー可） 

・ 令和７年11月１日以降に市町村長等が発行する生活保護受給証明書（コピ

ー不可） 

＜令和７年中に家計が急変し、収入減少後の家計状況での審査を希望する場合＞ 

上記の書類に加え、家計急変後の収入を証明する書類として以下のいずれかの書

類をご提出ください。（所得割額を推計して選考審査を行います。） 

① 保護者の離職・解雇・廃業による家計急変の場合 

雇用保険受給資格者証、離職票、解雇通告書、廃業届のいずれか(コピー) 

② 保護者の勤務先等の業績悪化による家計急変の場合 

給与所得者：給与明細（３か月分以上）・賞与明細（令和７年分）のコピー 

個人事業者：収入と経費が分かる書類（３か月分以上） 

＜生活保護を受けている方の申込み＞ 

生活保護費の受給等に影響がある場合がありますので、事前に福祉事務所の担当

者に相談した上で申し込んでください。 

⑵ 申込期間 

令和７年11月４日（火）から令和８年１月15日（木）まで（必着） 

⑶ 提出先（郵送） 

  〒231-8588 横浜市中区日本大通１ 

神奈川県教育委員会 財務課 高校奨学金グループ 

⑷ 選考結果の通知 

申込書を受け付けてから概ね１か月後に、申込者あて選考結果を通知（郵送）します。 

 

４ 高等学校等入学後の手続（詳細は、予約採用決定時にお知らせします。） 

⑴ 奨学生願書等の提出（正式な申込み） 

予約採用決定者には、奨学生願書等を送付します。 

奨学生願書等に必要事項を記入し、入学した高等学校等へ提出します。 

⑵ 貸付決定の通知 

奨学生願書等に基づき貸付決定を行い、高等学校等を通じて結果を通知します。 

⑶ 借用証書等の提出 

貸付決定通知とともに送付される借用証書に連帯保証人と連署し、連帯保証人の印鑑

登録証明書を添付※の上、指定された期日（予約採用の場合、令和８年５月上旬を予定

しています。）までに高等学校等へ提出します。 
※短期臨時奨学金貸付時に連帯保証人の印鑑登録証明書を提出された方は、変更がなければ、

新入生のうちにあらためて提出する必要はありません。 
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 ＜連帯保証人について＞ 

○ 連帯保証人は、独立の生計を営む（他の方の税や社会保険の被扶養者となっ

ていない）成年の方を原則２名立てる必要があります。 

○ 奨学生が未成年の場合は、１人は保護者（親権者又は法定代理人）としてく

ださい。 

〇 ２人目は、一定の収入があり、他の方の税や社会保険の被扶養者となってい

ない方としてください。 

〇 上記の条件を満たす場合は、共働きの父母又は年金受給者の祖父母も、連帯

保証人となることができます。 

○ 連帯保証人は主債務者（奨学生）と同等の返済義務を負うもので、奨学生の

返還が滞った場合には、奨学生に代わって返還をお願いすることになります。 

⑷ 奨学金の貸付け（振込） 

借用証書等が貸付決定通知書に記載された期日までに提出された場合、申出のあ

った金融機関口座に３回（５月、10月、１月）に分けて奨学金を振り込みます。 

４～９月分／５月下旬、10～12月分／10月下旬、１～３月分／１月下旬 

 

５ 短期臨時奨学金（詳細は、予約採用決定時にお知らせします。） 

⑴ 概要 

短期臨時奨学金とは、高等学校等に入学を予定している生徒の進学準備のための

費用に充てられるよう、入学前の３月に高等学校奨学金の一部に相当する額（12万

円）を前倒しして貸し付けるものです。 

⑵ 貸付方法・時期 

高等学校奨学金予約奨学生として採用された方に申込用紙を送付します。高等学

校等合格後、指定された期日までに必要書類を提出した方について、申出のあった

金融機関口座に３月に12万円を振り込みます。 

⑶ 返還 

高等学校等入学後に申し込む高等学校奨学金の振込額との相殺により返還します。 

なお、３月に短期臨時奨学金（12万円）の振込を受けた後、４月に高等学校奨学

金を申し込まない場合は、５月末までに全額（12万円）を一括で返還していただき

ます。 

＜例１＞ 月額４万円で借りる場合 

５月末の第１回貸付額は６か月分の24万円ですが、短期臨時奨学金の返還額12万

円を差し引くため、入金額は12万円となります。 

＜例２＞ 月額１万円で借りる場合 

全額（12万円）を短期臨時奨学金の返還額と相殺することになりますので、高校

１年生のときの振込みはありません。 

 

６ 貸付廃止 

奨学生であることを辞退するとき又は退学、若しくは停学になったときは、奨学金

の貸付けを廃止し、貸付済みの奨学金については返還を開始していただきます。 

 

７ 返還（高等学校等卒業後） 

⑴ 返還方法 

高等学校等卒業後６か月の据置期間を経過した後、貸付期間の４倍以内の期間で

返還します。 

貸付けを受けた奨学金の全部又は一部をまとめて返還することも可能です。 
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奨学金ＨＰ 

⑵ 返還猶予 

奨学生が大学等へ進学した場合等、返還猶予の条件を満たした場合に奨学金の返

還を猶予する制度があります。 

⑶ 返還免除 

  次のいずれかに該当した場合、奨学金の返還の全部又は一部を免除する制度があ

ります（制度は変更となる場合がありますので、申込年度の募集案内で確認してく

ださい。）。 

ア 特に学資の援助を必要とする方（保護者の令和７年度都道府県民税所得割額及

び市町村民税所得割額の合算額が85,500円未満）として第一種奨学金※１の貸付

けを受け、正規の修業年限以内で卒業した場合であって、次のいずれかの条件を

満たす場合※２ 

① 在学期間を通じて学業の成績が著しく優れていると認められたとき。 

② 学習活動、特別活動等において功績が特に顕著であると認められたとき。 

イ 高等学校等卒業後に神奈川県内の病院等において免除職（保健師、助産師、看

護師又は介護福祉士）として貸付期間に相当する期間良好な成績で勤務したとき。 

ウ 奨学金の貸付けを受けた者が死亡した場合又は貸付けを受けた後で心身の故障
※３その他特別の理由により奨学金の返還が困難になり、生涯にわたって回復の

見込みがないと認められるとき。 
※１ 第一種奨学金は、神奈川県内に住所を有し神奈川県内の高等学校等（専修学校の高

等課程を除く。）に在学する生徒を対象とする奨学金です。 

※２ 高等学校における成績及び活動に限ります。（地域活動や民間クラブ活動は対象外） 

※３ 貸付時点で既に心身の故障を発生している場合は、返還免除の対象にはなりません。 

 

８ 貸付けの条件等について 

奨学金の内容は、制度改正等により変更になる場合がありますので、 

入学後の手続きの際には、最新の募集案内により再度確認してください。 

＜奨学金の内容の確認方法＞ 

○ 令和８年度神奈川県高等学校奨学金奨学生募集案内 

予約採用決定者へは令和８年３月下旬までに送付します。 

○ 神奈川県高等学校奨学金のホームページ（令和８年３月下旬までに掲載） 
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/en7/cnt/f324/ 

 

  

 

 

＜申込書等提出先及び問合せ先＞ 

神奈川県教育委員会 財務課 高校奨学金グループ 

〒231-8588 横浜市中区日本大通１ 電話 045-210-8251（直通） 

◆ この奨学金は、県の税金や卒業した奨学生の返還金等で賄われています。 

◆ 貸付けを受けた奨学金は、みなさんが社会人となってから返還することによっ

て、新たな奨学生に引き継がれていくものです。みなさんの責任と自覚によって必

ず期限内に返還してください。 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/en7/cnt/f324/

